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国民健康保険は、被保険者の構成、ぜい弱な財政基盤、保険者規模の格差など構造

的な問題があります。この問題を解決するために、平成３０年度から都道府県単位化

し、都道府県が財政運営の責任主体となりました。県は、持続可能で安定的な運営を

図るため、埼玉県国民健康保険運営方針を策定し、これに基づき、市町村と県がとも

に保険者として国民健康保険の運営を行っています。 

この運営方針では、医療費の適正化、赤字の削減・解消、市町村ごとに異なる保険

税水準（保険税率・賦課方式・課税限度額）を令和９年度までに統一することを目標

に掲げており、県内全市町村が保険税率等を合わせることが求められています。 

本市では、年々被保険者数が減少傾向にあり、これに伴い税収も減少しています。

その一方で、医療の高度化等により、一人当たりの医療費は増加が見込まれており、

国保財政は、今後さらに悪化する恐れがあります。 

本市の国保事業の健全かつ安定的な運営を目指すため、埼玉県国民健康保険運営方

針を踏まえ、適切に対応していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

深谷市国民健康保険税率等の改正について 

１．背景 
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本市では、県が策定した「埼玉県国民健康保険運営方針」を踏まえ、令和９年度に予

定されている県内保険税水準の統一に向け、令和５年度から急激な負担増に配慮し計画

的かつ段階的に保険税率の見直しを行っています。 

令和７年度についても、引き続き急激な負担増に配慮しながら、保険税率の見直しを

行ってまいります。 

令和７年度の保険税率等の改正（案）については、次のとおりです。 

 

【令和７年度 国民健康保険税率の改正（案）の詳細】 

区分 
令和６年度 

標準保険税率 

 令和６年度  

【現行保険税率】 

令和７年度 

【改正案】 
差 

医
療 

所得割 ６．８４％  ６．５％ ６．８％ ０．３％ 

資産割 廃止  １８．０％ ９．０％ ▲９．０％ 

均等割 ４０，５６０円  ２６，０００円 ３３，０００円 ７，０００円 

平等割 廃止  ９，０００円 ４，５００円 ▲４，５００円 

支
援 

所得割 ２．８２％  ２．６％ ２．８％ ０．２％ 

均等割 １６，２９９円  １２，２００円 １６，０００円 ３，８００円 

介
護 

所得割 ２．３８％  １．８％ ２．３％ ０．５％ 

均等割 １６，８６８円  １３，４００円 １６，０００円 ２，６００円 

合
計 

所得割 １２．０４％  １０．９％ １１．９％ １．０％ 

資産割 廃止  １８．０％ ９．０％ ▲９．０％ 

均等割 ７３，７２７円  ５１，６００円 ６５，０００円 １３，４００円 

平等割 廃止  ９，０００円 ４，５００円 ▲４，５００円 

 

参考【令和７年度 税率等改正の影響（見込み）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 影響 

調 定 額 約２億 ７１０万円の増 

増額となる 

世帯 

約１万６，３６０世帯 

約８５％の世帯 

１世帯あたり 

平均影響額 
約１万 ４６７円の増額 

２．令和７年度 国民健康保険税率の改正（案） 

税額の増減 割合

減額 2,729 世帯 14.26%

0円 50 世帯 0.26%

5,000円以下 4,869 世帯 25.44%

10,000円以下 4,126 世帯 21.56%

20,000円以下 3,649 世帯 19.07%

30,000円以下 1,989 世帯 10.39%

40,000円以下 826 世帯 4.32%

50,000円以下 402 世帯 2.10%

60,000円以下 221 世帯 1.15%

70,000円以下 134 世帯 0.70%

80,000円以下 98 世帯 0.51%

90,000円以下 35 世帯 0.18%

100,000円以下 9 世帯 0.05%

100,001円以上 2 世帯 0.01%

計 19,139 世帯 100.0%

世帯数
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令和６年度税制改正により、国民健康保険税の課税限度額が改正されました。 

今回、税制改正から１年遅れとなりますが、税制改正の趣旨に則り「課税限度額の 

改正」を行うものです。 

 令和７年度の課税限度額は、令和６年度税制改正で改正された法定限度額とします。 

【令和７年度 課税限度額の改正の詳細】 

区分 
令和６年度 

【現行】 

令和７年度  

【改正後】 
差 

医 療 給 付 費 分 ６５万円 ６５万円 ‐ 

後期高齢者支援金等分 ２２万円 ２４万円 ２万円 

介 護 納 付 金 分 １７万円 １７万円 ‐ 

合  計 １０４万円 １０６万円 ２万円 

 

参考【課税限度額の改正に伴う影響（見込み）】 

 

 

 

 

 

 

区分 影響 

調 定 額 約４５６万円の増 

適 用 世 帯 支援：６５１世帯（▲１６３世帯） 

３．令和７年度 課税限度額の改正（案） 


